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 （続紙 ２ ）                          
 
（論文審査の結果の要旨） 
本研究は、日本と韓国の公的年金制度の体系及び年金財政の持続可能性につい
て、歴史的制度主義の観点から日韓比較を試みた業績である。日本の公的年金制度
から韓国は学びつつ、しかし同時に、自国の歴史的・制度的文脈を踏まえて独自の
公的年金制度を形成したそのあり方を、日韓両国の資料に基づいて詳細かつ具体的
に解明した点に、本研究の大きな意義がある。 
日本では、韓国の年金制度に関する概説であれば、これまでにも複数の業績が公
表されているが、制度紹介に留まっており、方法論の吟味を踏まえた上での本格的
な比較研究ではなかった。その点で本研究は、第1に、方法論の検討を詳細に行った
上で、みずからが拠って立つ方法をまず吟味し、その上で日韓両国の資料に基づく
比較研究を推し進めたという意義をもつ。これは、少なくとも邦語文献としては他
に前例がないと思われる。韓国出身でありながら日本語を自在に使いこなせる申請
者にして初めて可能だったという点で、貴重な業績だと評価できる。  
第2の意義として、韓国の年金制度成立過程を分析することを通じて、モデル国か
らの「制度移転」を文字通り行うことの利害得失を明らかにした点が挙げられる。
そのメリットとしては、迅速にその制度を設計し、実行できる点が挙げられる(「後
発の利益」)。他方でデメリットとしては、導入国における固有の制度的、政治的、
あるいは歴史的文脈にうまく適合させることができなければ、制度が持続可能にな
らない点を挙げることができる。本研究は、こうした制度移転のもつ両側面がぶつ
かり合うダイナミズムの中で、韓国独自の年金制度が形成されていく姿をよく析出
していると評価することができる。 
他方、審査では、(1)韓国の年金制度はむしろアメリカの影響を受けた側面がある
のではないか、(2)「修正積立方式」と「修正賦課方式」は、概念上厳密に区別した
うえで、財政方式に関する自らの基準を打ち立てて議論すべきではないか、(3)自ら
の方法論で、必ずしも首尾一貫して現実を分析しきれていないのではないか、ま
た、論証が十分な資料に基づいていない部分もあるのではないか、(4)韓国の文化、
政治的・経済的条件が、日本モデルに準拠した年金制度の受容（あるいは、そこか
らの離脱・修正）を決定づけた点について、もっと詳細な分析が必要だったのでは
ないか、といった課題も指摘された。 
以上の課題にもかかわらず本論文が、歴史制度主義と政策移転論という2つの方法
論に立脚し、日韓両国の比較年年金制度分析を達成した点を評価すべきだという点
で意見の一致をみた。よって、本論文は博士（経済学）の学位論文として十分価値
あるものと認定する。また平成30年4月12日、論文内容に関する口頭試問を行った結
果、合格と認めた。 
 
 
